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して親しまれている。人口 1万 5626 人、世帯数





































































































1948 年、12 番目末っ子として生まれた H 氏
は、1967 年に高校卒業後、大手製鉄会社に就職
する。1989 年、実家が無人化したのをきっかけ
に、故郷とのつながりを考えはじめ、まず 1992
年に住所だけを法市にもどし、形式的には「出稼
ぎ」のかたちを取る。当時、竹下内閣のふるさと
創生など、故郷への貢献を求める時代背景にあっ
て、納税などでふるさとに協力を始める。そし
て、2002 年に四国への転勤が叶い、隣県の香川
から自宅通勤となる。以後、自治会活動に積極的
に参加する。その後、自治会長に就任し、農村舞
台の復活、ヘリポートの設置をはじめさまざまな
取り組みを行う。
2012 年には徳島県農村振興課の「中山間ふる
さと水と土保全対策事業」に参加する。地区幹線
道路整備を年 3回行い、水源水道整備及び更新を
行う。耕作放棄地対策として棚畑化を試み、山林
保全としては道路脇の間伐を行い、水質検査、水
源調査等を行う。「安心な自然資源の次世代への
38 研究紀要『災害復興研究』第 5号
確保」を目標に取り組んでいる。
6	 まとめ
農村舞台の復活や保存の活動と、災害救援用の
ヘリポートの設置の働きかけは、まったく異なる活
動に見える。実際、一方は、文化遺産の問題であ
り、一方は、災害の問題となれば、役所の担当部
署も異なれば、両者に向けられる一般的なまなざ
しもすれ違う。しかし、どちらも、そこに暮らして
いかなければならない住民の必要性から生まれた
という点では一致している。中山間地という生活環
境を背景とするコミュニティにとって、それらはと
もに欠くことのできない取り組みといえる。
以上の事例から、コミュニティを維持・再生し
ていくうえで、与えられた地域の生活環境や資源
をうまく活用し、一見無関係に見える取り組みを
有機的に結び付けていくことが重要であることが
わかる。そのためには、コミュニティ運営の観点
から、集落の置かれた条件をトータルに把握し、
実行するリーダーの役割が非常に大きいといえる。
H氏のケースの場合、まず属性として、出身者
であるが都会に出て大企業に長年勤務した経験を
持っている点が注目される。出身者であるがゆえ
に、Uターンとして地域に受け入れられやすいこ
とが挙げられる。また、大企業勤務の経験から、
役所と折衝し、地元地域に有益な事業を探し出
し、書類を作成して申請するなど、テクニカルな
面での作業が比較的容易であることも大きい。ま
た、大企業での管理職の経験は、住民組織の運営
に活かされていると考えられる。
H氏は、地元地域の内部と外部を媒介し、かつ
有益な情報や知識、資金や人材などを外部から調
達することができる、ある種の知識や技術を持っ
た人材ということができる。この事例において
は、以上のような「媒介的知識人」を、中山間地
のコミュニティの事前復興におけるリーダー像と
して見出すことができる。
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